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平成１６年度第１回理事会議事録 

 

 

日  時  平成１６年５月１１日（火） １４：００～ 

 

場  所  日本体育協会 理事・監事室 

 

出 席 者  <理事> 

安西会長、長沼副会長、日比野常務理事、千葉常務理事、泉常務理

事、上原、石川、碓井、岡崎、木内、神津、瀬尾、林、平岡、松岡、

松田、吉川の各理事 

<委任> 

大谷、大野、奥田、斉藤、田名部、堤、豊島、野中、渡辺の各理事

（議長に委任） 

 

理事総数 26 名、うち出席 17 名、委任9 名、計 26 名で寄附行為第 32 条に基づき

理事会成立。 

 

議  案 

 第 1 号  第７回秩父宮記念スポーツ医・科学賞受賞者の決定について 

（長沼委員長） 

受賞候補者の選考にあたっては、秩父宮記念スポーツ医・科学賞選考

委員会のもとにスポーツ医・科学の各分野から８名の学識経験委員によ

って構成した作業部会を設置し、その作業部会員ならびにスポーツ医・

科学専門委員会委員より、功労賞及び奨励賞の候補者を推薦願った。そ

の後、作業部会において候補者の絞込み作業を行い、今回は功労賞１名、

奨励賞１グループの推薦が選考委員会に対しなされた。 

 この作業部会からの推薦に基づき、去る４月２７日に秩父宮記念スポー 

ツ医・科学賞選考委員会を開催し、功労賞については、長年にわたり本会 

並びに日本オリンピック委員会の役員・委員、また文部科学省保健体育審

議会委員等を務め、また、国立スポーツ科学センターの設立、運営に尽

力するなど我が国スポーツ界の発展に多大な貢献をされるとともに、各

種の実践的プロジェクト研究を展開し、学術研究と実践への橋渡しを行

ってきた浅見俊雄氏を選考した。 

 また、奨励賞には我が国のスポーツの方向性やあり方について、生涯ス 

ポーツの振興という観点から、社会学的な調査・研究を行い、スポーツの

普及発展に資する顕著な功績が高く評価され、「スポーツの振興に関する



 2

社会学的研究グループ」が選考された。 

 以上のとおり資料に基づき説明し、功労賞として浅見俊雄氏を、奨励賞

として「スポーツの振興に関する社会学的研究グループ」を受賞者に決定

する旨を諮り、これを承認。 

 

 その他 本会職員労働組合との交渉権、妥結権について   （岡崎事務局長） 

  本会職員労働組合から出される春闘及び各要求項目について、その交

渉権と妥結権を会長及び労務担当である岡崎理事（事務局長）に一任願

い、今後の交渉を取り進めたい旨を諮り、これを承認。 

 

 報告事項 

１．会務関係 

(1)平成１６年度公営競技団体補助金等の内定について （岡崎事務局長） 

平成１６年度の公営競技団体等への補助金・助成金等の要望について

は、平成１５年第５回理事会および第６回理事会にて、スポーツ振興く

じの売上減少に伴う助成金の減額を想定し、事業趣旨や目的を再吟味し

て要望する旨の報告をしたが、このたび、各関係先から内定額の通知が

あった。 

「日本自転車振興会補助金」については、１５年度に対し、２千４２ 

万８千円、７.７％増の２億８千４百３６万５千円となった。 

内訳としては、「日本スポーツマスターズ実施事業」において、実施

競技数が１３競技から１２競技に減少したことにより、５百６７万８千

円減の６千８百５８万円。 

「シニアリーダースクール実施事業」では、事業実績を踏まえた査定

があり、１５年度に対し、４百５３万２千円減の１千７８万５千円。 

「情報誌スポーツジャスト発行事業」では、補助率が５分の４から４

分の３に変更となり、５百８７万２千円減の８千８百８万円。 

「日独スポーツ少年団同時交流派遣費」では、渡航費の補助が今回よ

りいただけなくなり、０円となった。 

「競技別スポーツ指導者養成事業」のＢ級およびＣ級の地域スポーツ

指導者養成事業については、平成１４・１５年度とスポーツ振興くじ助

成金を受けて実施した事業が、事業主旨、目的等を再吟味し、再度、助

成区分を整理して、日本自転車振興会に要望した。 

また、日本小型自動車振興会に「スポーツ指導者養成事業」として要

望していた「全国スポーツ指導者連絡会議」、「指導者手帳作成費」、

「登録指導者名簿」及び「指導者資格ＰＲパンフレット作成費」の４事

業についても、併せて、日本自転車振興会に要望したことにより、４千
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６百８２万２千円の増となった。 

「スポーツ振興基金助成金」については、スポーツ振興基金運用益の

大幅な減少から、「限定的な助成配分」が原則となったが、スポーツ少

年団事業については「特別募集対象」とされ、１５年度に対し、１千９

百６８万１千円、３５.９％減の３千５百万円となった。 

「スポーツ振興くじ助成金」については、スポーツ振興くじ売上の大

幅な減少から「継続事業を第一優先とし、限定した事業に対する助成」

とされ、１５年度に対し、２億８千５百５０万９千円減、９５％減の１

千５百万円。 

「子どもゆめ基金助成金」については、全国１５地区で実施される「ス

ポーツ少年団 子どもスポーツフェスティバル」開催経費として、１千

１百６２万８千円。 

また、「日本郵政公社お年玉年賀はがき等寄付金」は、内定されず０

円となった旨説明。 

 

  (2)第Ⅴ期国民スポーツ推進キャンペーンについて    （千葉常務理事） 

    第Ⅴ期の初年度となる１６年度は、新規協賛社の獲得を図るため、第Ⅳ

期から制度を一部変更した。 

 これまで協賛金額２,０００万円の「オフィシャルスポンサーＡ」と 

１,０００万円の「オフィシャルスポンサーＢ」の２つの名称を、スポンサ 

ーのイメージアップを目的として、それぞれ「オフィシャルパートナーＡ」、 

「オフィシャルパートナーＢ」と変更し、これまで以上の協賛内容の充実 

及び拡充を図かることとした。 

 また、新規協賛会社獲得を目的として、協賛金額５００万円の「サポー

ティングカンパニーＡ」、２００万円の「サポーティングカンパニーＢ」

の２ランクを新たに設け、企業の協賛ニーズに応じた対応を可能とした。 

 全体的な取り組みとしては、本会協賛制度全体の見直しをはじめ、国体、

日本スポーツマスターズ等大型イベントや各種事業における協賛内容の見

直しを行い、魅力的で価値の高い協賛内容を提供できるよう検討を進め、

状況によっては、随時協賛内容の追加を行う。 

今後は、「第Ⅴ期国民スポーツ推進キャンペーン企画概要」を冊子とし

て、広告代理店等を通じ各企業への働きかけを行う旨報告。 

 

  (3)平成１６年春の褒章・勲章受章者について      （石川部会長） 

    去る４月２９日に褒章及び勲章の受章者が発表された。 

    本会推薦の受章者は、本会副会長で日本サッカー協会最高顧問の長沼 

健氏、日本バレーボール協会名誉会長の松平 康隆氏、日本ソフトボール 
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協会名誉会長の黒木 幹夫氏の３名が旭日中綬章をそれぞれ受章された。 

 また、日本バドミントン協会顧問の小飼 栄一氏が旭日小綬章を受章され

た。 

 日本オリンピック委員会推薦による受章者では、日本体操協会理事の加

藤 澤男氏及び全日本スキー連盟理事の笠谷 幸生氏が紫綬褒章を受章さ

れた。 

 なお、他団体推薦者による受章では、日本オリンピック委員会副会長の

小粥 義朗氏が瑞宝重光章を、前愛媛県体育協会会長の奥島 團四郎氏が旭

日小綬章を、ミズノ株式会社社長の水野 正人氏が藍綬褒章を受章された旨

報告。 

 

(4)２００３年度ミズノメントール賞について       （石川部会長） 

  平成２年にミズノスポーツ振興会の尽力により制定された本賞は、今回

で１４回目を迎え、優秀指導者として１１名が受賞され、表彰式は去る４

月１５日に行われた旨資料に基づき報告。 

 

質疑応答 

 平岡理事   我々競技団体においても補助金の問題は大きい。公営競技の売

上げが低迷している中、日本自転車振興会には多大なご協力をい

ただいているが、特別に折衝した経緯等があるのか。 

 岡崎局長   会長には積極的に対応していただいた。事務局としても担当部

局との接触を密にしながら本会の状況を説明し、理解していただ

いた結果であると思われる。 

今回、スポーツ振興くじ及び日本小型自動車振興会から助成を

受けて実施していた指導者養成事業について、日本自転車振興会

が対応していただいたことに大変感謝をしている。 

 

 

 ２．国民体育大会関係 

  (1)国民体育大会改革の進捗状況について        （日比野委員長） 

    「国体改革２００３」における各諸課題の進捗状況について、平成 1６年 

４月１３日現在で取りまとめた資料に基づき報告。 

 

(2)夏季・秋季の季別枠撤廃（第６１回大会以降）に伴う国民体育大会の名称

について                      （日比野委員長） 

 国民体育大会の名称については、開催時期により冬季、夏季、秋季大会と 

していたが、国民体育大会改革の一環として、平成１８年に兵庫県で開催さ 
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れる第６１回大会以降、夏季・秋季の季別枠を撤廃し、一本化して開催する 

こととなった。このことに伴い、国体委員会で協議した結果、大会名称につ 

いて、従来の夏季大会、秋季大会は季別を明示せず、「第○○回国民体育大 

会」とし、冬季大会については従来通り「第○○回国民体育大会冬季大会」 

と変更する旨説明。 

 また、開催地の準備等の関係から、この「大会名称の変更」については、 

既に関係機関・団体等へ文書にて報告済みである旨を併せて報告。 

 

３．生涯スポーツ推進事業関係 

・地域スポーツクラブ育成委員会等の設置及び事業推進体制について 

（泉委員長） 

 平成１６年度より文部科学省の委託を受け、予算額８億５千９百万円という

大規模な総合型地域スポーツクラブ育成推進事業を展開していくが、去る３月

２５日開催の平成１５年度第２回生涯スポーツ推進専門委員会において、本事

業の効果的推進を図るために、委員会規程第７条にもとづき、クラブ育成に特

化して携わる部会として、地域スポーツクラブ育成委員会の設置が承認された。

人選については、現在最終調整を行っており、５月下旬には第１回の育成委員

会を開催する運びとなる旨を報告。 

 また、本会と文部科学省とで協議の上とりまとめた本事業の全体的推進体制

および本会が整備する事業推進体制について資料に基づき併せて報告。 

 

４．国際交流事業関係 

 ・平成１５年度アジア近隣諸国青少年スポーツ指導者研修事業の終了について 

（岡崎事務局長） 

  １３回目となる平成１５年度アジア近隣諸国青少年スポーツ指導者研修事業 

は、当初、昨年の秋季に実施予定であったが、サーズ（新型肺炎）等の問題も

あり、実施を延期し去る３月３日から１０日までの８日間実施した。 

 今回は、近隣のアジア諸国１４の国・地域からそれぞれ６名の指導者を招待 

したが、ミャンマーが日程の都合で不参加、ブルネイが２名減となり、結果、

１３ヶ国・地域から７６名の参加となった。 

 研修内容は文部科学省による「生涯スポーツの現状と課題」、本会からは「日

本体育協会の役割と活動」及び「日本スポーツ少年団の概要」について、講義

形式による研修を行い、地域研修プログラムとして、会津若松市における学校

部活動の現状等の視察研修、指導者との意見交換及び親善交流を行うなど、成

功裡に終了した旨を報告。 
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その他 

 ・本会理事によるｔｏｔｏの購入について         （岡崎事務局長） 

  本件については、３月９日開催の平成１５年度第７回理事会において了承を

得ていたが、具体的な購入方法および、拠出金の管理については事務局で行い、

理事懇談会の名称で口座を開設・管理し、開催ごとに１万円程度を購入するこ

ととし、次回ｔｏｔｏが開催される５月１５日分から購入したい旨を報告。 

 また、スポーツ振興くじの販売促進に協力するための方法や展開策について

は、今後スポーツ振興センター関係者と協議を行い、具体的に検討していく旨

を併せて報告。 

 理事会終了後、各出席理事より１万円を拠出いただいた。 

 

 ・「第Ⅴ期国民スポーツ推進キャンペーン」及び「日本スポーツマスターズ 2004」 

  に係る協賛社について                 （岡崎事務局長） 

  第Ⅴ期国民スポーツ推進キャンペーンの協賛社については、平成１１年以降、

㈱アシックス、大塚製薬㈱、ミズノ㈱、三井住友海上火災保険㈱の４社の協力

をいただいているが、財源確保のため、協賛社の新規開拓が急務となっている。 

  また、本年９月に福島県にて開催される日本スポーツマスターズ大会は、年々

充実を見ているが、本大会の運営に要する経費の確保については、毎年大変苦

慮しているところであり、本会役員の方々に協賛企業の開発にあたってご紹介

等ご協力方を依頼。 

 

・事務局体制について 

 平成１６年度の事務局機構を４月１日より６部２室の体制にて取り組むこと

とし、人事異動を行った。特に、昨年まで１室１課であった生涯スポーツ推進

室を、総合型地域スポーツクラブ育成事業の全国展開を図るため、新たにクラ

ブ育成課を設置し生涯スポーツ推進部とした。また、昨年まで総務部門に設置

していたマーケティング室を、財務部に統廃合し、キャンペーン課がマーケテ

ィング関連業務を取扱うこととした旨を資料に基づき報告。 

 

・会議日程について 

 次回理事会は、６月１５日（火）１４時から、また平成１６年度第１回評議

員会を６月２２日（火）１４時から開催することを確認。 

 

 以上の諸報告をいずれも了承し、１５時閉会。 

 


